
　2013年から施行される予定のソルベンシーⅡは、欧

州の保険会社に一定の健全性（リスク量に基づく資本要

件等）を求める規制であり、銀行向けのバーゼルⅡと類似

のアプローチが採用されている。金融庁の監督指針や保

険検査マニュアルにも導入されたことから、国内におい

ても資産・負債の時価評価と内部モデルによるリスク計

量化に着手した保険会社が増えてきた。保険会社を取り

巻くリスクは多様で、保険引受リスク、市場リスク、信用

リスクに加えて、オペレーショナルリスクについても適

切なリスク管理を総合的に行うことが求められている。

　今回焦点を当てたオペレーショナルリスクの中には、

事務リスク、システムリスク、有形資産リスク等が含ま

れ、①内部損失データ1）の収集、②CSA（Control Self 

Assessment）2）の実施、③シナリオ分析3）、④リスク

計量化といった枠組みで計測するのが一般的な流れであ

る。オペレーショナルリスクは生保と損保で大きな違い

はないことから、保険会社全体について述べてみたい。

　図表1にオペレーショナルリスク管理態勢の整備状況

に応じた4段階のレベルを示した。オペレーショナルリ

スク管理のあるべき姿は、事業特性、規模、経営方針等

により異なるため、絶対的な「合格」レベルはないが、

図表1にあるようなステップを踏んで、継続的に管理・

改善を図っていくことが重要である。

　では、現状の保険会社のオペレーショナルリスク管理

の状況はどのようになっているのか、野村総合研究所で

はその管理態勢について調査を行った。

　近年の規制強化は、金融システム不安から保険会社が

支払い不能に陥る危険性を抑制することに加え、保険業

界と銀行業界の規制上の調和が企図されていると思われ

る。そこで今回は、保険と銀行の両者に対しオペレー

ショナルリスク管理態勢について調査したところ、保険

会社における取り組みの現状と課題が明らかになった

（保険会社については、保険契約残高20兆円規模以上

を対象としてアンケート及びヒアリング調査）。

　まず1つ気づく点は、内部損失データの少なさであ

る。保険会社は銀行と違って、現金を直接取り扱ってい

ないため、会計上の損失が生じる事案の発生頻度4）は低

い。従って、銀行に比べて内部損失データ数は少なく、

月間で数百件程度にすぎない。しかしこれは、事案の報

告が徹底できていないが故にデータ数が少ないという

ケースもあり、そうした保険会社は、決して現状に安住

すべきではないだろう。

ソルベンシーⅡや検査マニュアル改訂
を受けた統合的リスク管理態勢の整備

保険会社のオペレーショナルリスク
管理の現状と課題

国際的な金融規制の見直しを受けて、保険会社においても事務リスク、システムリスク、自然災害
等の管理態勢を強化し始めた。各種リスクの的確な評価とともに、顧客保護・事務品質向上への積
極的な取組みが期待される。

保険会社におけるオペレーショナル
リスク管理高度化の取り組み

リスク管理2

図表1　オペレーショナルリスク管理態勢の高度化

（出所）野村総合研究所

内部損失データが収集・蓄積されて
おり、その活用方法を検討している

レベル1

CSAを実施するとともに外損データを参考に
しながら、シナリオが網羅的に作成されている

レベル2

内損データを整備し、シナリオも網羅
的に作成されている。オペリスクVaR
を適宜試算可能である

レベル3

全社のオペリスクがイベントタイプ
別に計量され、統合リスク管理等の
枠組みで経営報告もなされている

レベル4
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1）	オペレーショナルリスクによって金融機関の内部で発

生した損失事象の情報。
2）	業務運営の責任者がコントロール（内部統制）の有効性

を自ら検証し、評価する手法のこと。
3）	重大なオペレーショナルリスクが発生したときの損失

額と発生頻度について、専門的知識や経験に基づいて推
計する手法のこと。

4）	保有期間内における損失事象の発生回数。
5）	将来のある期間（保有期間）のうちに、一定の確率（信頼

水準）で発生し得る最大損失額のこと。

6）	保険業界では、規模に応じて高度化レベルが高い傾向が
みられるが、中でも外資系や株式会社は先進的である。

　比較的多くデータを収集している保険会社では、損失

が発生しなかった事務過誤も内部損失データの対象と

し、トラブルフォローに要した人件費やシステム復旧コ

ストなど間接コストをデータとして入力させている。特

に、保険金の支払い管理、顧客ニーズに留意した商品販

売、相談・苦情に対する適切な対応等は極めて重要な業

務である。幅広く内部損失データ報告の対象とし、そう

した業務がミスなく正しく行われているか、詳細に管理

できる態勢を確立し、リスク削減を図る意義は大きい。

　2つ目として、保険会社は銀行に比べてリスク計量に

用いられるシナリオの数がまだ少ないという課題があ

る。現場の作業負荷に配慮して、ボトムアップでのシナ

リオ作成に踏み切れず、シナリオの網羅性の確保に悩ん

でいる会社が多い。図表2に示したように、銀行では調

査対象の過半数が200件以上のシナリオを作成してお

り、先進的手法を採用しているメガバンクを参考にする

と、リスク計量のためには1000件以上を目指す必要が

ある。ワークショップ（リスク管理部と現場リスク管理

担当が参加）や現場へのアンケートにより、保険業務に

係るリスクの洗い出しと評価を行うことが有効である。

　内部損失やシナリオの数に限りがあると、損失事象の

発生頻度と損失金額の分布を合理的に推計することは難

しい。本来は、それらの分布を掛け合わせて算出される

VaR5）の変化とその要因を究明することで経営判断につ

なげるべきである。調査対象のうち45％が計量モデル

を利用しているものの、大半が試算段階であり、統合リ

スク管理の一部として計測・報告できているような保険

会社はまだ少数派である6）。更に、当局へ合理的な説明

ができるレベルにまで内部モデルを高度化しようとする

と、検討課題は山積している状態と言えよう。

　オペレーショナルリスク管理態勢の整備は、規制対応の

みならず、内部統制の強化に役立つものでなければならな

い。つまり、所要自己資本を合理的に計測することに加え

て、業務改善や事務品質向上といった効果も同時に狙わな

ければ、経営者にとって費用対効果が十分とは言えない。

　業務プロセスの問題点を発見し、ミス・不正の防止に

つなげるために、将来的に損失に結び付く可能性がある

情報（事務過誤、顧客からの相談・苦情、募集コンプラ

イアンス等）も収集すべきである。また、そうしたデー

タを定量的に分析し、経営への報告や現場に対する情報

還元に取り組むことが肝要であろう。

保険業務に係る重要なリスクの把握と
その改善に向けて
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図表2　シナリオ作成本数の比較

（出所）NRIオペレーショナルリスク管理態勢の調査（2012年6月～ 9月実施）
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